黒松内町地域再生拠点交流観光実験研究施設の管理運営に関する協定書（案）
黒松内町が、令和３年　　月　　日付け黒企号（以下「指定書」という。）により株式会社 アンジュ・ド・フロマージュを黒松内町地域再生拠点交流観光実験研究施設の管理者に指定したことに基づき、次のとおり協定を締結する。

（管理業務の処理）

第１条　株式会社 アンジュ・ド・フロマージュ（以下「乙」という。）は、黒松内町（以下「甲」という。）の設置する黒松内町地域再生拠点交流観光実験研究施設（以下「施設」という。）の管理及び運営に関する業務（以下「管理業務」という。）を黒松内町地域再生拠点交流観光実験研究施設条例（平成22年条例第19号。以下「条例」という。）及び別紙黒松内町地域再生拠点交流観光実験研究施設管理業務処理要領（以下「要領」という。）により管理業務を処理しなければならない。

２　条例又は要領に定めのない事項については、甲乙協議して処理するものとする。

（設置目的の堅持）

第２条　乙は、条例第１条に規定する設置目的を堅持し、施設運営の健全化に努めるものとする。

（管理業務の範囲）

第３条　この協定に基づく管理の範囲は次の各号に掲げるとおりとする。
(1)　条例第３条に規定する事業に関すること。
(2)　施設の人員及び設備並びに運営基準に関すること。
(3)　施設の利用許可関係事務に関すること
(4)　施設及び付属施設の維持管理に関すること。
(5)　前４号に掲げるもののほか、施設の管理運営に関して甲が必要と認めること。

（指定期間）

第４条　指定管理者として指定する期間は、令和３年　４月　１日から令和８年３月３１日までとする。
（環境への配慮等）
第５条　乙は、指定管理業務の遂行に当たり、省エネルギーの徹底及び二酸化炭素等温室効果ガスの排出の抑制に努めるとともに、廃棄物の発生の抑制及び適正な処理を図るものとする。
２　乙は、指定管理業務の遂行に当たり、地産地消の趣旨を尊重して、極力黒松内町内で生産された農林水産物及び地場産品等の積極的な活用に努めるとともに、地域における活動との連携を図るよう努めるものとする。
（管理業務処理費）

第６条　乙は原則として条例第３条に規定する利用料金をもって管理業務に要する経費に充てることから、特別の事情が生じない限り甲は乙に管理業務処理費を交付しない。
（費用の負担）

第７条　乙は、施設の経常的経費（燃料代、電気代、機器保守点検、備品、消耗品等）を含め、自己の負担において施設の管理運営を行うものとする。ただし、次の各号に掲げる費用は、甲の負担とする。
(1)　甲が必要と認める、施設の資産価値を新たに高める資本的経費。（増改築等）
(2)　通常の施設維持に要するもので、一件につき概ね５０万円を超える補修費。
(3)　費用の負担について疑義が生じた場合は、甲乙協議の上決定する。

（権利義務の譲渡等）

第８条　乙は、この協定書によって生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は承継させてはならない。ただし、あらかじめ甲の書面による承諾を得た場合は、この限りでない。
（施設の管理等）

第９条　乙は、善良な指定管理者の注意をもって施設等の維持管理に当たるものとし、又、第３条に規定する管理業務を公平かつ適切に行わなければならない。

２　乙は、管理業務を一括して第三者に委託し、又は、請け負わせてはならない。

３　乙は、あらかじめ甲の書面による承諾を得た場合は、当該施設に係る電気設備、機械等の保守業務、警備業務、清掃業務その他甲が特に必要と認めた業務の全部又は一部を、乙の責任において第三者に委託し、又は、請け負わせることができる。

（管理業務の経理）

第１０条　乙は、管理業務の経理の状況を独立した帳簿に明確に記載し、管理業務の経理を厳正に行わなければならない。

（備品等の貸与）

第１１条　甲は、乙が管理業務を処理するために要する備品等を無償で貸与するものとし、その細部については甲乙協議して別に定めるものとする。

（管理運営状況の調査、報告、指示等）

第１２条　甲は、黒松内町公の施設に係る指定管理者の指定手続き等に関する条例（以下「手続条例」という。）第８条の規定により、管理業務の処理状況について随時調査し、報告を求め、又は当該業務の処理につき必要な指示をすることができる。

２　乙は、毎月の施設利用状況を翌月の１０日までに甲に報告するものとする。

３　乙は、次の各号の一に該当する事実が生じたときは、直ちにその旨を甲に報告し、その指示に従うものとする。
(1)　要領で定める方法以外の方法により、管理業務を処理する必要があると認められるとき。
(2)　管理業務に付随して処理する必要があると認められる事実が生じたとき。
(3)　管理業務の処理につき、重大な事故が生じたとき。

４　乙は、前項各号に掲げる事実の処理が緊急を要する場合にあっては、当該処理をした後、遅滞なく甲にその処理経過及び結果を報告するものとする。

５　乙は、手続条例第１０条の規定により、毎年度終了後２か月以内に、事業報告書を作成し、甲に提出しなければならない。

（業務担当員）

第１３条　甲は、乙の管理業務の処理について、必要な連絡指導にあたる業務担当員を定め、乙に通知するものとする。業務担当員を変更した場合も同様とする。

（損害賠償）

第１４条　乙は、その責めに帰すべき理由により管理業務の処理に関し、甲に損害を与えたときは、その損害を賠償しなければならない。

２　前項の規定により賠償すべき損害額は、甲乙協議して定めるものとする。

３　乙は、管理業務の処理に関し、第三者に損害を与えたときは、乙の負担においてその賠償をするものとする。ただし、その損害の発生が甲の責めに帰すべき理由による場合は、甲の負担とする。
（個人情報の保護）

第１５条　乙は、施設の管理に関し知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、または不当な目的に利用してはならない。

２　前項の規定は、指定管理者の指定の期間が満了し、若しくは指定を取り消され、または従事者がその職務を退いた後についても準用する。
（指定管理者の取消及び協定の解除）

第１６条　甲が手続条例第９条の規定により指定管理者の指定を取り消したときは、この協定を解除するものとする。

（業務従事者の災害に対する措置）

第１７条　乙は、管理業務の履行に関し生じた業務従事者の災害については、全責任を持って措置し、甲は何ら責任を負わないものとする。

（管轄裁判所）

第１８条　この協定書についての訴訟等が生じたときは、甲の事務所の所在地を管轄する裁判所を第一審の裁判所とする。

（協　議）

第１９条　この協定書及び施設の管理運営につい疑義が生じたときは、甲乙協議の上定めるものとする。

この協定を証するため、本書２通作成し、甲、乙両者記名押印のうえ、各１通を保有する。

令和３年　３月２８日

　　　住　所　　寿都郡黒松内町字黒松内３０２番地１

甲

　　　氏　名　　黒松内町長　　鎌　田　　　満
　　　住　所　　寿都郡黒松内町字赤井川１１４番地

乙

　　　氏　名　　アンジュ・ド・フロマージュ
　　　　　　　　代表取締役　　西　村　聖　子
黒松内町地域再生拠点交流観光実験研究施設管理業務処理要領

本要領は、指定管理者が、本施設の使命及び目的を踏まえ、管理運営に関する業務を効率的かつ効果的に行うために示すものであるが、本書に記載されていない事項であっても現場の状況に応じ、必要な業務を実施するものとする。
１　黒松内町地域再生拠点交流観光実験研究施設の使命
黒松内町の新たな魅力を創造するための拠点の整備により、新規地場産業を誘致及び育成し、地域間交流を通じた地域再生による豊かで活力あるまちづくりの推進に資する。

２　目　的
ア　地場産物を加工・製造及び販売地場産物を用いた飲食を提供する。
イ　本施設を用いて文化・教育を振興する。

ウ　ＰＲイベント、パンフレット、インターネット等による広報活動、利用者の満足度調査など本施設の利用を促進する。

エ　日常的な保守点検・巡回等の業務を適切かつ効率的に実施し、利用者に安全で快適な利用環境を提供する。
３　基本方針等
（１）　基本方針
ア　町の公の施設であることを念頭におき、町民及び入場者に公平なサービスを提供するよう管理運営を行う。
イ　本施設の設置目的が「新規地場産業を誘致及び育成し、地域間交流を通じた地域再生による豊かで活力あるまちづくりの推進のため、本町の新たな魅力を創造する拠点施設として設置」であることを踏まえ、町民及び入場者がより満足する環境を提供すること。
（２）　運営方針
ア　本町の地場産物の付加価値向上のため、魅力ある加工品を製造・販売し、さらに町民や入場者のニーズに応じた製造・販売を行う。
イ　本町の産物を地産地消するため、地場産物及びアの加工品を用いた飲食を提供し、更に町民や入場者のニーズに応じたメニューを提供する。
ウ　アとイの事業を一層魅力的な味わい深いものにするため、本町のまちづくりのコンセプトに沿った文化・教育の振興に資する活動を行う。

エ　町民及び入場者に対する安定的かつ継続的なサービスの提供に加え、サービス水準の維持向上が行われるよう努めた施設運営を行う。
オ　町民及び入場者の意見を管理運営に反映させるとともに、加工品や飲食メニューに対する技術的事項等の相談にきめ細かに親切な助言、指導を行い、満足度を高めていく。

（３）　維持管理方針
ア　町民及び入場者が常に快適に利用できるよう、施設周辺の外構も含め適切な維持管理を行う。
イ　本施設の利用状況を常に把握し、事故、災害、犯罪等を未然に防止する。
　

◆ 管理運営業務
	項　目
	区　　　　　　分
	詳　　細　　内　　容

	運　営

業　務
	地場産物の加工・製造及び販売　
	①製品の加工・製造に当たっては、極力地場産品を用いるとともに、多アイテムの展開に努める。

②製品は、本施設での対面販売に加え、卸販売、アンテナショップ、インターネット等の通信販売など多面的な取組に努める。

③製品の販売を通じて、指定管理者のＰＲのみでなく町全体のＰＲや交流の推進にもつながるよう努める。

④障がい者、子供、高齢者、地域住民等の利便に配慮するとともに、来場者等に対する不当な差別的対応をしない。

⑤①の製品の加工・製造を担う者は、豊富な知識と経験を有する人員を配置する。

	
	地場産物を用いた飲食の提供
	①指定管理者が加工・製造した製品に限らず地場産品や地場加工品を飲食の材料に用いるよう努める。

②障がい者、子供、高齢者、地域住民等の利便に配慮するとともに、来場者等に対する不当な差別的対応をしない。

③①の飲食の提供を担う者は、豊富な知識と経験を有する人員を配置する。


	項　目
	区　　　　　　分
	詳　　細　　内　　容

	運　営業　務
	本施設を用いた文化・教育の振興
	①本施設を会場にして、本施設のコンセプトや町のまちづくりのコンセプトに合った文化や教育の振興に資する事業を来場者や町民に提供するよう努めるとともに、事業実施の際には町教育委員会との連携に努める。

	
	ＰＲイベント、パンフレット、インターネット等による広報活動、利用者の満足度調査などの本施設利用促進業務
	①管理の目標を達成できるよう、利用を促進するため効果的な広報活動を実施する。

②関係団体等と連携、協力するとともに、指定管理者の人脈やネットワークを活用し、効率的かつ効果的な利用促進に努める。
③指定管理者のＰＲのみでなく町全体のＰＲや交流の推進にもつながるよう努める。

	施設設備等の維持管理業務
	施設・設備等の維持・補修等、法定点検巡回、警備、安全衛生管理等
	①施設設備等を善良なる管理者の注意をもって管理する。
②施設・設備等の劣化、破損等について日常的に点検し、迅速に修理・修繕等を行い、機能上、安全上良好な状態に保つ。
③施設の秩序を維持し、火災、盗難、破損等あらゆる事故の発生を警戒、防止することにより、財産の保全と人身の安全に努める。
④良好な衛生環境、美観の維持に心がけ、公共施設として快適な空間を保つために必要な清掃業務を実施し、南部後志環境衛生組合の指定するゴミの分別方法により分別を行う。
⑤施設の管理状況について把握できるようにする。

	
	備品等の維持、管理、更新等
	①備品等の管理・供与物品を善良なる管理者の注意をもって管理する。
②供与物品の廃棄等の異動が生じる場合は町へ報告する。

	災害対応業務
	待機連絡体制確保、入場者の安全確保、事故・災害発生時応急処置、町・警察等への連絡、被害調査等
	①災害が発生した場合、迅速かつ的確な対応ができるよう、日ごろから訓練し、入場者、職員等の安全を確保することに加え、被害が最小になるように迅速かつ最善の対応をとるとともに、直ちに町に報告する。
②災害、事故等により本施設の利用が不可能と認められる場合又は本施設の管理上やむを得ない場合かつ緊急を要する場合において、あらかじめ町の了解を得ることが困難である場合は、開館時間の変更、施設の利用禁止、その他必要な措置を講ずる。
③本施設内での事故発生（事故、盗難、急病人やけが人）時には、直ちに被災者へ必要な措置を施すことにくわえ、管轄の警察署等関係機関へ連絡･通報するなどの適正な事故処理を行うとともに、町に報告するものとする。
④災害時には、入場者の誘導等安全確保を万全に行う。
⑤応急措置・災害等による復旧のうち、軽微なものについては、指定管理者がこれを行うものとする。なお、それ以外のものについては、町と協議の上、その復旧にあたることとする。


	項　目
	区　　　　　　分
	詳　　細　　内　　容

	その他
	上記業務に伴う財務、契約、記録管理、関係機関との連絡調整、引継ぎ書類の作成等
	①条例第10条の規定に基づき、事業実施状況等について毎年度終了後２か月以内に町長に報告する。
②施設が指定管理者により管理運営されていることを示すため、指定管理者名と管理者である町の連絡先を本施設内に表示するとともに、パンフレット等にも明示する。
③指定期間が終了し、又は条例第９条第１項の規　　　　定により指定を取り消されたときは、町及び次の指定期間の指定管理者に対し、遅滞なく事務を引き継ぎする。

④その他町長が必要と認めるもの。


乙が管理する施設等
	名　　称
	黒松内町地域再生拠点交流観光実験研究施設

	所 在 地
	黒松内町字赤井川１１４番地４

	規　　模
	施設の敷地面積　3,229.55㎡、１階床面積296.30㎡、延床面積296.30㎡

	構　　造
	鉄骨一部木造平屋建

	主要施設
	牛舎１階

ホール販売スペース 148.28㎡、調理スペース 39.34㎡、来客用トイレ 17.18㎡、事務室（脱衣室・トイレスペース・前室含む）28.54㎡、

製造室・機械室・受入乳室 34.63㎡、熟成庫 28.33㎡

その他　

　浄化槽、排水処理施設、サイロ２棟、屋内外給排水設備、来客用トイレ設備、電気設備配線、外構（前庭・園路舗装等）


４　業務担当員

　第１３条に定める甲の業務担当員は、黒松内町企画環境課長とする。
年次業務計画書等の記載事項
Ⅰ　年次業務計画書に記載すべき事項は、概ね次のとおりとする。
１　当該年度における各業務の基本的な事項に関すること
（１）　指定管理業務の基本的な運営方針
（２）　組織体制、人員配置計画、研修計画等
（３）　事業及び業務の実施項目、年間スケジュール等
２　利用者数の見込等に関すること（月別、事業別利用者数等の見込等）
３　各業務の実施計画に関すること
（１）　利用提供業務に関する実施計画（開館日・休館日・開館時間等及び具体的な利用提供業務の実施計画）
（２）　利用促進業務に関する実施計画（利用促進のための事業の実施計画及び利用者数の見込み等）
（３）　維持管理業務に関する実施計画（施設、設備及び備品等の修繕、補修等の実施計画）
（４）　保守点検業務に関する実施計画（定期及び随時の点検・整備等の実施計画）
（５）　清掃・警備業務に関する実施計画（日常及び定期的に実施する大規模な清掃、警備等の実施計画）
（６）　その他必要な事項に関する実施計画
Ⅱ　年次収支計画書に記載すべき事項は、概ね次のとおりとする。
（１）　年間収支計画（指定管理業務に係る収入（商品売上等）及び支出（業務に係る経費等）の年間計画）
（２）　年間収支の月別計画
（３）　年間収支計画に関する内訳、注記その他必要な事項
業務日報、月例業務報告書、四半期報告書及び事業報告書の記載事項等
　次の事項について記載することを基本とし、様式及び記載事項等は実情に応じ、甲乙協議により定め、及び変更するものとする。
１　業務日報
業務日報は、次に掲げる事項について、毎日の状況を記録する。
（１）　指定管理業務の業務区分別実施状況（職員の出勤状況、事業の実施状況等）
（２）　本施設の入場者数状況
（３）　売上げに関する状況
（４）　入場者及び町民からの苦情・意見の件数及び対応の概要
（５）　その他指定管理業務の遂行状況を把握するため必要な事項
２　月例業務報告書
月例業務報告書は、上記に掲げる業務日報の各項目を月ごとに集計した内容とする。
また、利用状況については、年次業務計画書における月別の入場者数等の見込みと、売上金等の収入状況については、年次収支計画書における月別の収入計画と、それぞれ
対比して確認できる様式とする。
３　四半期業務報告書
四半期業務報告書は、四半期分の月例業務報告書を集約したものとする。なお、要求水準書、年次業務計画及び業務仕様書に定めた各事業又は業務の当該四半期に係る主要な計画値と実績値とを対比して達成度を把握できるよう、集計表を作成して添付する。
また、必要に応じて、利用促進事業の実施状況が把握できる写真等を添付する。
４　事業報告書
事業報告書の記載事項は、指定手続条例第10条各号に定めるところにより、その詳細は、次に掲げるとおりとする。なお、事業報告書の作成に当たっては、業務日報、月例業務報告書及び四半期業務報告書等に基づく実績値を精査し、特に、年次業務計画書の内容と当該年度の実績が対比できるよう、主要な計画値に対する実績値を表やグラフ等により表記するとともに、当該年度における指定管理業務の遂行状況を主要な業務区分毎に説明する記述を加える。
事業報告書は、非開示情報を除き全文を公表する場合があるため、町民にとって分かりやすい内容となるよう配慮する。
（１）　管理に係る業務の実施状況に関する事項
ア　指定管理業務の基本的な運営方針に基づく指定管理業務の実施状況
イ　組織体制、人員配置、研修等の実績
ウ　事業等の実施項目、年間スケジュール等に対する実績
エ　各業務の実施計画に対する実績
（２）　当該施設の利用状況に関する事項
ア　区分別利用（入場）者数の状況
（３）　売上げの実績に関する事項
（４）　管理に係る経費の収支状況に関する事項
年次収支計画書に記載した次に掲げる事項に係る実績
ア　年間収支計画（指定管理業務に係る収入（商品の売上げ等）及び支出（業務に係る経費等）の年間計画）の実績
イ　年間収支の月別計画に対する実績
ウ　年間収支計画に関する内訳、注記その他必要な事項
（５）　管理の目標に係る達成状況に関する事項
管理の目標達成計画に対する実績（目標達成のため講ずべき措置等の実施状況、目標達成度の評価結果、目標達成状況に関する説明等）
（６）　その他町長が必要と認める事項
ア　当該年度に甲が実施した満足度調査の結果及びこれに対する改善措置等の状況（改善措置、次年度業務計画への反映等）
イ　乙が自ら実施した利用者ニーズの把握のための取組の実績、苦情・意見等の内容及び対応の概要（改善措置、次年度業務計画への反映等）
ウ　その他必要な事項
